
   国立大学法人大分大学特任教員就業規則 

平成２０年３月２４日制定 

平成２０年規則第１０号 

 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人大分大学法人規則（平成１８年規則第４号。以下「法人規則」

という。）第１５条の規定により，国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）に雇用さ

れる特任教員の就業に関し必要な事項を定める。 

２ この規則に定めのない事項については，労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基

法」という。）その他関係法令及び関係規程の定めるところによる。 

 

（適用範囲） 

第１条の２ この規則において特任教員とは，法人規則第４条第２項第１０号に規定する特任教

員をいう。 

 

 （定義） 

第２条 この規則において特任教員とは，教育・研究及び診療上の業務等に従事することが特に

必要であると学長が認め，専ら教育・研究及び診療業務に従事させるために，次の各号の一に

該当する経費又は人件費を基に配分された教員数の範囲内で雇用する教育職員をいう。 

 （１） 外部資金 

 （２） 病院収入 

 （３） 運営費交付金の積算においてプロジェクト型事業として認められた経費 

 （４） 部局に派遣される特任教員を雇用するために確保した経費 

２ 特任教員の職名は，特任教授，特任准教授，特任講師，特任助教及び病院特任助教とする。 

３ 前項に規定する病院特任助教は，医学部附属病院を主担当として外部資金又は病院収入によ

り雇用される者とする。 

 

 （遵守義務） 

第３条 法人及び特任教員は，それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守し，業務に当たらなけれ

ばならない。 

 

   第２章 任免 

 （任用） 

第４条 特任教員の任用（労働契約を更新する場合を含む。）は，国立大学法人大分大学におけ

る教員選考の基本方針（平成１６年９月１５日制定）に基づき，人事会議の審議に基づく部門

長の申出により教育研究評議会の審議を経て，学長が行う。 

 

 （労働契約の期間等） 

第５条 労働契約の期間は，３年（労基法第１４条第１項第１号に規定する高度の専門的知識等

を有する労働者に該当する職員については，５年）以内の範囲で，個々の職員ごとに定める。 

２ 労働契約の期間は更新することがある。ただし，二以上の労働契約期間を通算した期間（法

人との間で締結されたすべての労働契約を含む。）は，５年（科学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律（平成２０年法律第６３号）第１５条の２の規定の適用を受けると学長

が認める者にあっては１０年）を超えないものとする。 

３ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第１５条の２第２項に規定する当該大

学に在学している期間は，前項に規定する「１０年」には含まないものとする。 

４ 前三項の規定にかかわらず，病院特任助教については，国立大学法人大分大学特任教員の労

働契約の期間の特例に関する規程（平成２５年規程第１６号）のとおりとする。 

５ 学長は，第２項本文の規定により労働契約の期間を更新する場合には，あらかじめ本人の同

意を得なければならない。 



６ 前項の同意は，書面によって得るものとする。ただし，更新前の適切な時期に行う意向調査

等の方法により同意が確認される場合は，この限りでない。 

７ その他学長が特に必要と認める場合は，この限りでない。 

 

 （労働契約の期間の末日） 

第６条 前条第１項及び第２項に規定する労働契約の期間の末日は，特任教員が満６５歳に達す

る日以後における最初の３月３１日以前でなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず，法人を定年退職した後に採用された者及び学長が特に必要と認め

る者については，満６８歳に達する日以後における最初の３月３１日以前を労働契約の末日と

することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず，法人の運営に支障が生じると学長が認める場合は，満７０歳に達

する日以後における最初の３月３１日以前を労働契約の末日とすることができる。 
４ 前項の規定に関わらず，満７０歳に達する日以後における最初の３月３１日を超えて採用す

る特任教員は，当該採用の日以後における最初の３月３１日以前を労働契約の末日とするもの

とする。 
 

 （労働条件の明示） 

第７条 学長は，特任教員の採用に際しては，採用しようとする者に対し，あらかじめ次に掲げ

る事項を記載した文書を交付しなければならない。 

 （１） 給与に関する事項 

 （２） 就業の場所及び従事する業務に関する事項 

 （３） 労働契約の期間に関する事項 

 （４） 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並びに休暇

に関する事項 

 （５） 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

 

 （退職等） 

第８条 特任教員は，次の各号の一に該当するときは，退職とする。 

 （１） 労働契約の期間が満了した場合 

 （２） 次条の規定により退職の承認を得た場合 

 （３） 死亡したとき又は行方不明若しくは無断欠勤によって暦日により引き続き３０日を超

えて勤務しないときは，退職したものとみなす。ただし，無断欠勤が病気その他特別で

やむを得ない理由によるものであったと法人が認めたときは，退職を取り消すことがで

きる。 

２ 学長は，１年を超えて引き続き在職している者の労働契約期間を更新しない場合は，当該労

働契約について更新しない旨を３０日前までに予告するものとする。 

 

 （自己都合による退職） 

第９条 特任教員は，労働契約の期間中に自己の都合により退職しようとするときは，退職を予

定する日の３０日前までに学長に退職願を提出しなければならない。 

２ 特任教員は，退職願を提出した場合にあっても，退職するまでは，従来の職務に従事しなけ

ればならない。 

 

 （解雇） 

第１０条 特任教員が次の各号の一に該当する場合には，解雇することができる。 

 （１） 勤務成績又は業務能率が著しく不良で，向上の見込みがなく，他の職務にも転換でき

ない等就業に適さないと認められた場合 

 （２） 精神又は身体の障害については，適正な雇用管理を行い，雇用の継続に配慮してもな

お業務に耐えられないと認められる場合 

 （３） 前二号に規定する場合のほか，その職務に必要な適性を欠く場合 

 （４） 法人の運営上やむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情に



より，事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ，他の職務に転換させるこ

とが困難な場合 

 

 （解雇制限） 

第１１条 前条の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は解雇しない。ただし，第１

号の場合において療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病が治らず労基法第８１条の規定に

よって打切補償を支払う場合はこの限りでない。 

 （１） 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後３０日間 

 （２） 特任教員が，国立大学法人大分大学に勤務する職員の勤務時間，休日，休暇等に関す

る規程（平成１６規程第２１号。以下「勤務時間規程」という。）第２７条第６号及び第

７号の規定により，特別休暇を取得した期間及びその後就労を開始した日以後３０日間 

 

 （解雇予告） 

第１２条 第１０条の規定により特任教員を解雇する場合は，少なくとも３０日前に本人に予告

をする，又は平均賃金の３０日分以上の解雇予告手当を支払う。ただし，行政庁の認定を受け

た場合は，この限りでない。 

 

 （退職又は解雇後の責務） 

第１３条 特任教員を退職又は解雇された者は，在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。 

 

 （退職証明書） 

第１４条 特任教員を退職又は解雇された者が，退職証明書の交付を請求した場合は，遅滞なく

これを交付する。 

２ 前項の証明書に記載する事項は，次のとおりとする。 

 （１） 労働契約の期間 

 （２） 業務の種類 

 （３） 事業における地位 

 （４） 給与 

 （５） 退職の理由（解雇の場合は，その理由） 

３ 証明書には前項の事項のうち，退職又は解雇された者が請求した事項のみを証明するものと

する。 

 

   第３章 給与 

 （本給の支給） 

第１５条 特任教員の本給月額は，別表第１に掲げる職名に応じた本給月額に，第２０条第１項

の規定により定められたその者の１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を

乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた額とする。）

を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず，病院特任助教は，別表第１に掲げる特任助教の本給月額を支給す

る。 

 

 （本給の調整額） 

第１６条 特任教員には，常勤職員（職員就業規則の適用を受ける職員をいう。以下同じ。）に

準じて本給の調整額を支給する。この場合，常勤職員に支給される本給の調整額に第２０条第

１項の規定により定められたその者の１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得た

数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた額とする。）

を支給する。 

 

 （諸手当） 

第１７条 特任教員には，次の各号に掲げる手当を支給する。 



（１） 住居手当 

 （２） 通勤手当 

 （３） 単身赴任手当 

 （４） 広域異動手当 

（５） 特殊勤務手当（国立大学法人大分大学特殊勤務手当支給細則（平成１６年細則第９号）

第２条に規定する放射線取扱手当，ドクターヘリ搭乗手当及び新型コロナウイルス感染

症対応手当に限る。） 

（６） 特別診療手当 

（７） 救急勤務医手当 

（８） 放射線取扱主任者手当 

 （９） 休日勤務手当 

（１０） 期末手当 

 （１１） 勤勉手当 

（１２） 病院管理業務手当 

（１３） 外部資金獲得手当 

（１４） 競争的研究費等業績手当 

２ 前項に規定する手当のほか，病院特任助教については，次の各号に掲げる手当を支給する。 

 （１） 超過勤務手当 

 （２） 宿日直手当 

（３） 分娩手当 

（４） 病院特任特例手当 

（５） 特殊勤務手当のうち前項第５号に規定する手当を除いたもの 

（６） 新生児担当医手当 

  

（特任教員の諸手当） 

第１８条 前条に規定する諸手当の支給に関しては，次の各号に掲げる場合を除き，常勤職員に

準ずるものとする。 
（１） 住居手当は，所定の勤務時間が１週間につき３０時間以上の特任教員に支給する。た

だし，特任教員が，他の勤務先から住居手当又は住居手当に相当する手当を支給されてい

る場合を除く。 

（２） 国立大学法人大分大学職員給与規程（平成１６年規程第１８号）第１６条第３項に規

定する通勤手当は，国立大学法人大分大学教育職員規程（平成１６年規程第１６号。以

下「教育職員規程」という。）第８条の規定による退職の後，この規則の第１条の２に

規定する特任教員に採用（教育職員規程第８条の規定により退職した日の翌日における

ものに限る。以下同じ。）される者に支給する。 

（３） 単身赴任手当及び広域異動手当は，教育職員規程第８条の規定による退職の後，この

規則の第１条の２に規定する特任教員に採用される者に支給する。 

 （４） 通勤のため交通用具等を使用する特任教員のうち，年間を通じて通勤に要することと

なる回数を１２で除して得た数が，１０回に満たないものに対する通勤手当の月額は，

通常の場合の月額から，その額の１００分の５０に相当する額を減じて得た額とする。 

（５） 特任教員（病院特任助教を除く）に対しては，可能なかぎり休日勤務手当支給対象と

なる休日に勤務することを命じないよう努めるものとする。 

（６） 期末手当の支給割合は，１００分の７０とする。 
 （７） 勤勉手当の成績率は，１００分の５０とする。 
 （８） 病院特任特例手当は，病院特任助教に対し，次のとおり支給する。 

  ア 手当額は，月額２０，０００円とする。 

   イ 月の初日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場合は，その月の手

当は支給しない。 

 （９） 病院管理業務手当は，医学部附属病院において管理業務に従事する特任教授に対し次

のとおり支給する。 

  ア 手当額は，月額１００，０００円とする。 



   イ 月の初日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場合は，その月の手

当は支給しない。 

 

 （給与の支払い） 

第１９条 給与の支払いについては，常勤職員に準ずる。 

 

   第４章 勤務時間，休日及び休暇 

（所定の勤務時間及び休日） 

第２０条 特任教員の所定の勤務時間については，１週間につき３０時間以内，１日につき７時

間４５分の範囲内で割り振るものとする。ただし，病院特任助教にあっては，常勤職員に準ず

る取扱いとする。 

 

 （休暇） 

第２１条 特任教員の病気休暇及び特別休暇は，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 

 

 （年次有給休暇） 

第２２条 特任職員の年次有給休暇の日数は，次の各号に掲げる職員の区分に応じて，当該各号

に掲げる日数とし，年次有給休暇の単位は，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 

 （１） 次号に掲げる職員以外の職員の年次有給休暇の日数は，２０日に当該職員の１週間の

勤務日の日数を５日で除した数を乗じて得た日数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務

日ごとの勤務時間の時間数が同一でない職員にあっては，１５５時間に当該職員の１週

間の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を，７時間４５分を

１日として日に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは，これを四捨五入して

得た日数））とする。 

 （２） 当該年の中途において新たに職員となる職員の年次有給休暇の日数は，その者の当該

年における在職期間に応じ，１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間数が

同一である職員（以下「同一勤務型職員」という。）にあっては別表第２の下欄に掲げ

る１週間の勤務日の日数の区分ごとに定める日数とし，同一勤務型職員以外の職員にあ

っては別表第３の下欄に掲げる１週間当たりの勤務時間の区分ごとに定める日数とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，病院特任助教については，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 
 

（年次有給休暇の届出） 

第２３条 年次有給休暇は，特任教員の届け出た時季に与えるものとする。ただし，特任教員の

届け出た時季に与えることが業務の正常な運営に支障を生ずると認めた場合には，他の時季に

与えることがあるものとする。 

２ 特任教員は，年次有給休暇を取得する場合には，あらかじめ休暇を願い出なければならない。

ただし，やむを得ない事由によってあらかじめ休暇を願い出ることが困難であったことを上司

が認めたときは，特任教員は事後速やかに，その事由を付して休暇を願い出ることができる。 

 

（年次有給休暇の時季指定義務） 

第２４条 年次有給休暇が１０日以上与えられた特任教員に対し，前条第１項の規定にかかわら

ず，付与日から１年以内に，当該特任教員の有する年次有給休暇日数のうち５日について，特

任教員の意見を聴取し，その意見を尊重した上で，あらかじめ時季を指定して取得させる。た

だし，特任教員が既に同項の規定による年次有給休暇を取得した場合は，当該取得した日数分

を５日から控除するものとする。 

 

   第５章 退職手当 

（退職手当） 

第２５条 特任教員は，退職手当を支給しない。 

 

   第６章 雑則 



（職員就業規則等の規定の準用） 

第２６条 職員就業規則第３０条から第３７条まで，第４４条，第５７条から第６０条まで，第

６１条（第７号の規定を除く。），第６２条から第８０条まで，第８２条，勤務時間規程第２０

条及び第２０条の２の規定は，特任教員について準用する。ただし，職員就業規則第３６条及

び勤務時間規程第１６条，第１７条及び第２０条の２の規定については，特任教員のうち病院

特任助教についてのみ準用する。 
 
 （雑則） 

第２７条 この規則に定めるもののほか，特任教員の就業に関し必要な事項については，別に定

める。 

 

   附 則 

１ この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日から平成２１年３月３１日までの間における第７条の規定の適用につい

ては，同条中「本学教員の定年年齢」とあるのは「６４歳」とする。 

３ 特任教員に係る本給の調整額及び通勤手当については，給与規程の一部を改正する規程（平

成２６年規程第４５号）による改正後の給与規程の規定に準じて支給する。 

（平成２７年６月期の勤勉手当の成績率の特例） 

４ 平成２７年６月期の勤勉手当の支給率については，第１８条第６号中「１００分の３５」と

あるのは「１００分の３７」と読み替えて適用する。 

５ 特任教員に係る住居手当については，給与規程の一部を改正する規程（令和２年規程第２４

号）による改正後の給与規程の規定に準じて支給する。 

       
附 則（平成２０年規則第１５号） 

  この規程は，平成２０年９月２２日から施行する。 
 

   附 則（平成２１年規則第６号） 

 この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年規則第１０号） 
（施行期日） 

１ この規則は，平成２１年６月１日から施行する。 
（平成２１年６月期の期末手当の支給割合及び勤勉手当の成績率の特例） 

２ 平成２１年６月期においては，第１８条第１項第２号中「期末手当の支給月毎の支給割合は，

６月期１００分の７５」を「期末手当の支給月毎の支給割合は，６月期１００分の７０」に，

同項第３号中「勤勉手当の成績率は，６月期１００分の３５」を「勤勉手当の成績率は，６月

期１００分の３０」に読み替えて適用する。 

 
附 則（平成２１年規則第１６号） 

この規則は，平成２１年１２月１日から施行する。ただし，この規則による改正後の別表第１

の規定は，平成２２年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成２２年規則第１０号） 

 この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成２２年規則第１２号） 
 この規則は，平成２２年６月１日から施行する。 
 

附 則（平成２２年規則第１７号） 
 （施行期日） 
１ この規則は，平成２２年１２月１日から施行する。 



（平成２２年１２月期の勤勉手当の支給割合の特例） 

２ 平成２２年１２月期においては，第１８条第４号中「１００分の３２．５」を「１００分の

３０」に読み替えて適用する。 

 

附 則（平成２３年規則第６号） 

この規則は，平成２３年３月１４日から施行する。 

 

附 則（平成２４年規則第５号） 

この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２４年規則第９号） 
この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成２４年規則第１２号） 

１ この規則は，平成２４年５月１日から施行する。 

２ 第１５条から第１９条において常勤職員に準ずる規定について，給与規程の一部を改正する

規程（平成２４年規程第４６号）附則第２項から第８項の規定は適用しない。 

 

附 則（平成２５年規則第１１号） 

１ この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日から引き続き在職する病院特任助教は，改正後の国立大学法人大分

大学特任教員就業規則第２３条の規定にかかわらず，国立大学法人大分大学職員退職手当規程

（平成１６年規程第２９号）に準じ，平成２５年３月３１日までの在職期間を基に算出した退

職手当を支給するものとする。 

 

附 則（平成２５年規則第１８号） 
  この規則は，平成２５年６月１日から施行する。 
 

附 則（平成２５年規則第２０号） 
  この規則は，平成２５年７月１日から施行する。 
 

附  則（平成２６年規則第５号） 
（施行期日） 

１ この規則は，平成２７年１月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，平成２６年４月１日から適用する。

ただし，新規則第１８条第４号の規定は，同年１２月１日から適用する。 
（差額の支給） 

２ 平成２７年１月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により，改正前の国立大学法人大

分大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，

施行日以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 
 

附 則（平成２７年規則第３号） 

この規則は，平成２７年２月２３日から施行し，改正後の第５条第２項及び第３項の規定は，

平成２５年４月１日からこの規則の施行日前日までの間の日を労働契約の期間の初日とするもの

に係る労働契約の期間についても適用する。 

 

附  則（平成２７年規則第６号） 

 （施行期日） 

１ この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

（本給の切替に伴う経過措置） 

２ 施行日の前日から引き続き在職する特任教員で，その者の受ける本給月額が同日において受



けていた本給月額に達しないこととなるものには，平成３０年３月３１日までの間，本給月額

のほか，その差額に相当する額を本給として支給する。  

 （広域異動手当の経過措置） 

３ 広域異動手当に係る改正後の国立大学法人大分大学特任教員就業規則（以下「新規則」とい

う。）第１８条第２号の規定は，平成２４年４月２日からこの規則の施行の日の前日までの間

に採用され，これに伴い勤務場所に変更があった特任教員に適用する。 

 

附 則（平成２７年規則第１１号） 

この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２７年規則第１５号） 
 この規則は，平成２７年６月１日から施行する。 
 
   附 則（平成２７年規則第１８号） 
 この規則は，平成２７年１０月１日から施行する。 
 

 附  則（平成２８年規則第５号） 
 （施行期日） 
１ この規則は，平成２８年３月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）第１８条第６号の規定は，平成２７年１２月

１日から適用する。ただし，別表第１の改正規定は，平成２８年４月１日から施行する。 

（差額の支給） 

２ 平成２８年３月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により，改正前の国立大学法人大

分大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，

施行日以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 
 

附 則（平成２８年規則第６号） 
 この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附  則（平成２８年規則第１１号） 
 この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附  則（平成２８年規則第１９号） 
 （施行期日） 
１ この規則は，平成２９年１月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）第１８条第６号の規定は，平成２８年１２月

１日から適用する。ただし，新規則別表第１の規定は，平成２９年４月１日から施行する。 

（差額の支給） 

２ 平成２９年１月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により，改正前の国立大学法人大

分大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，

施行日以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 

 

   附  則（平成２８年規則第２１号） 
 この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年規則第２４号） 

 この規則は，平成２９年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年規則第４号） 
この規則は，学長が別に定める日から施行する。 

 



附 則（平成２９年規則第９号） 
 この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 

 
附 則（平成２９年規則第１１号） 

 この規則は，平成２９年１０月１日から施行する。 

 

   附  則（平成２９年規則第１７号） 
 （施行期日） 
１ この規則は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，改正後の国立大学法人大分大学特

任教員就業規則（以下「新規則」という。）第１８条第６号の規定は，平成２９年１２月１日

から適用する。 

（差額の支給） 

２ 平成３０年１月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分

大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同

月の給与の支給日にその差額を支給する。 

 

   附  則（平成３０年規則第２号） 
 この規則は，平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年規則第４号） 
 この規則は，平成３０年４月１日から施行する。 

 
   附  則（平成３０年規則第９号） 
 （施行期日） 
１ この規則は，平成３１年４月１日から施行する。ただし，改正後の国立大学法人大分大学特

任教員就業規則（以下「新規則」という。）第１７条第１項第５号及び第２項第２号の規定は

平成３０年４月１日から適用し，第１８条第７号の規定は平成３０年１２月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 平成３１年１月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分

大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同

月の給与の支給日にその差額を支給する。 

 
   附  則（平成３０年規則第１０号） 
 この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年規則第１２号） 
この規則は，平成３１年１月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３１年規則第８号） 
この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和元年規則第１号） 

この規則は，令和元年５月１３日から施行する。 

 
   附  則（令和２年規則第８号） 

（施行期日） 
１ この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

（住居手当に関する経過措置） 

２ 施行日の前日に教育職員，事務職員，技術職員，教務職員，技能職員若しくは労務職員又は

フルタイム職員として住居手当を受給していた者であって，施行日以降に新たに特任教員とな

ったものについては，令和３年３月３１日までの間，平成２０年規則第１０号附則第５項の規

 



定を準用する。 
 

附 則（令和２年規則第１５号） 

この規則は，令和２年１２月２１日から施行する。 

 

附 則（令和４年規則第５号） 
この規則は，令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年規則第２１号） 
この規則は，令和４年６月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年規則第２２号） 
この規則は，令和４年６月１日から施行する。  
 

附 則（令和４年規則第２５号） 
この規則は，令和４年６月１日から施行する。 

 

附  則（令和５年規則第７号） 

 （施行期日） 

１ この規則は，令和５年３月２８日から施行し，改正後の国立大学法人大分大学特任教員就業

規則（以下「新規則」という。）の規定は，令和４年１２月１日から適用する。 

（令和４年１２月期の勤勉手当の成績率の特例） 

２ 令和４年１２月期においては，第１８条第７号中「１００分の４６．２」を「１００分の４

７．５」に読み替えて適用する。 

（差額の支給） 

３ 令和５年３月２８日に在職する特任教員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分

大学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同

月の給与の支給日にその差額を支給する。 

 

附  則（令和５年規則第１２号） 

 （施行期日） 

１ この規則は，令和６年１月１日から施行し，改正後の国立大学法人大分大学特任教員就業規

則（以下「新規則」という。）第１８条第７号の規定は令和５年１２月１日から適用する。た

だし，新規則別表第１の規定は，令和６年４月１日から施行する。 

（令和５年１２月期の勤勉手当の成績率の特例） 

２ 令和５年１２月期においては，第１８条第７号中「１００分の４７．５」を「１００分の４

８．８」に読み替えて適用する。 

（差額の支給） 

３ 令和６年１月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同月

の給与の支給日にその差額を支給する。 

 

附 則（令和６年規則第２号） 

この規則は，令和６年３月１日から施行する。 

 

附  則（令和６年規則第４号） 

 （施行期日） 

１ この規則は，令和６年３月２６日から施行し，改正後の国立大学法人大分大学特任教員就業

規則（以下「新規則」という。）の規定は令和５年１２月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 令和６年３月２６日に在職する職員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大学



特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，翌月の

給与の支給日にその差額を支給する。 

（令和５年１２月期の期末手当の支給割合の特例） 

３ 令和５年１２月期においては，第１８条について，第６号中「１００分の６８．７５」を「１

００分の７０」に，読み替えて適用する。 

（令和５年１２月期の勤勉手当の成績率の特例） 

４ 令和５年１２月期においては，第１８条について，第７号中「１００分の４８．７５」を「１

００分の５１．３」に，読み替えて適用する。 

 

附 則（令和６年規則第５号） 

この規則は，令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和６年１０月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，同年７月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 令和６年１０月１日に在職する職員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大学

特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額が生じるものに対しては，施行日

以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 

 

附 則（令和６年規則第１０号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和６年１１月２６日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分

大学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，同年６月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 令和６年１１月２６日に在職する職員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額が生じるものに対しては，施行

日以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 

 

附  則（令和７年規則第５号） 

 （施行期日） 

１ この規則は，令和７年３月１日から施行する。ただし，この規定による改正後の国立大学法

人大分大学特任教員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，令和６年１２月１日から適

用する。 

（差額の支給） 

２ 令和７年３月１日に在職する特任教員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大

学特任教員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同月

の給与の支給日にその差額を支給する。 

（令和６年１２月期の勤勉手当の成績率の特例） 

３ 令和６年１２月期においては，第１８条について，第６号中「１００分の７０」を「１００

分の７１．２５」に，読み替えて適用する。 

（令和６年１２月期の勤勉手当の成績率の特例） 

４ 令和６年１２月期においては，第１８条について，第７号中「１００分の５０」を「１００

分の５１．２５」に，読み替えて適用する。 

 

附 則（令和７年規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

 （本給月額の改定に伴う経過措置） 

２ この規則の施行日の前日から引き続き在職する特任教員の本給月額は，施行日以降，この規



則による改正後の国立大学法人大分大学特任教員就業規則別表第１の規定を適用した額に改定

する。 

 

附 則（令和７年規則第１２号） 

この規則は，令和７年４月１日から施行する。 



別表第１（第１５条関係） 

職    名 本給月額 

特 任 教 授 ４０６，１００円 

特任准教授 ３２１，２００円 

特 任 講 師 ２９９，０００円 

特 任 助 教 ２８８，０００円 

 
 

別表第２（第２２条関係） 

在職期間  1月

に達

する

まで

の期

間 

１月

を超

え２

月に

達す

るま

での

期間 

２月

を超

え３

月に

達す

るま

での

期間 

３月

を超

え４

月に

達す

るま

での

期間 

４月

を超

え５

月に

達す

るま

での

期間 

５月

を超

え６

月に

達す

るま

での

期間 

６月

を超

え７

月に

達す

るま

での

期間 

７月

を超

え８

月に

達す

るま

での

期間 

８月

を超

え９

月に

達す

るま

での

期間 

９月

を超

え10

月に

達す

るま

での

期間 

10月

を超

え11

月に

達す

るま

での

期間 

11月

を超

え１

年未

満の

期間 

１週

間の

勤務

日数 

５日 ２日 ３日 ５日 ７日 ８日 10日 12日 13日 15日 17日 18日 20日 

４日 １日 ３日 ４日 ５日 ７日 ８日 ９日 11日 12日 13日 15日 16日 

３日 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 

２日 １日 １日 ２日 ３日 ３日 ４日 ５日 ５日 ６日 ７日 ７日 ８日 

 

 

  



別表第３（第２２条関係） 

在職期間 1月に

達す

るま

での

期間 

１月

を超

え２

月に

達す

るま

での

期間 

２月

を超

え３

月に

達す

るま

での

期間 

３月

を超

え４

月に

達す

るま

での

期間 

４月

を超

え５

月に

達す

るま

での

期間 

５月

を超

え６

月に

達す

るま

での

期間 

６月

を超

え７

月に

達す

るま

での

期間 

７月

を超

え８

月に

達す

るま

での

期間 

８月

を超

え９

月に

達す

るま

での

期間 

９月

を超

え10

月に

達す

るま

での

期間 

10月

を超

え11

月に

達す

るま

での

期間 

11月

を超

え１

年未

満の

期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

週 

 

 

間 

 

 

の 

 

 

勤 

 

 

務 

 

 

時 

 

 

間 

30時間 

１日 ３日 ４日 ５日 ６日 ８日 ９日 10日 11日 13日 14日 15日 

28時間を 

超え29時

間以下 
１日 ２日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 10日 11日 12日 13日 15日 

27時間を 

超え28時

間以下 
１日 ２日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 11日 12日 13日 14日 

26時間を 

超え27時

間以下 
１日 ２日 ３日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 14日 

25時間を 

超え26時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 13日 

24時間を 

超え25時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 13日 

23時間を 

超え24時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 

22時間を 

超え23時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 

21時間を 

超え22時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 

20時間を 

超え21時

間以下 
１日 ２日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 

19時間を 

超え20時

間以下 
１日 ２日 ３日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ８日 ９日 10日 



18時間を 

超え19時

間以下 
１日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日 

17時間を 

超え18時

間以下 
１日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 ５日 ６日 ７日 ８日 ８日 ９日 

16時間を 

超え17時

間以下 
１日 １日 ２日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 ８日 ９日 

16時間 
１日 １日 ２日 ３日 ３日 ４日 ５日 ５日 ６日 ７日 ７日 ８日 

 
 


